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は
じ
め
に

　

一
九
七
二
年
日
本
が
中
華
人
民
共
和
国
と
国
交
を
結
ん
だ
際
、
台
湾
と
の
国
交
関
係
が
閉
ざ
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
し
か
し
、

民
間
ベ
ー
ス
で
の
交
流
は
継
続
さ
れ
、
経
済
面
で
は
日
本
企
業
に
よ
る
台
湾
へ
の
投
資
、
及
び
台
湾
企
業
に
よ
る
日
本
へ
の
投
資
が

拡
大
さ
れ
て
い
る
。
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そ
の
よ
う
な
状
況
下
、
二
〇
一
五
年
一
一
月
二
六
日
、
日
本
と
台
湾
双
方
の
民
間
窓
口
機
関
の
間
で
「
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関

す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
公
益
財
団
法
人
交
流
協
会
と
亜
東
関
係
協
会
と
の
間
の
取
決
め
」（「
日
台
民
間

租
税
取
決
め
」）

（
（

）
が
締
結
さ
れ
た
。
な
お
、
二
〇
一
七
年
、
公
益
財
団
法
人
交
流
協
会
は
公
益
財
団
法
人
日
本
台
湾
交
流
協
会
に
、
亜

東
関
係
協
会
は
台
湾
日
本
関
係
協
会
に
各
々
名
称
が
変
更
さ
れ
て
い
る
。

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
は
、
条
約
・
協
定
等
の
国
家
間
の
国
際
約
束
で
は
な
く
、
単
な
る
民
間
の
取
決
め
に
す
ぎ
な
い）

（
（

。
従
来
、

租
税
条
約
に
つ
い
て
多
大
な
る
関
心
を
有
し
て
き
て
お
り
、
特
に
、
租
税
条
約
以
外
で
租
税
条
項
を
有
す
る
Ｅ
Ｕ
条
約）

3
（

及
び
日
米
地

位
協
定）

（
（

に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ）

（
（

、
民
間
の
取
決
め
で
あ
る
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
つ
い
て
も
関
心
を
持
つ
に
至
っ

た
。
締
結
後
年
数
が
経
過
し
て
い
る
が
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
係
る
先
行
研
究
が
少
な
い
状
況
に
あ
る
こ
と
を
勘
案
し
、
日
台

民
間
租
税
取
決
め
が
締
結
さ
れ
た
背
景
、
条
文
の
概
要
、
国
内
税
法
の
整
備
と
執
行
、
経
済
的
効
果
等
を
中
心
に
検
討
を
行
う
こ
と

と
し
た
。
な
お
、
企
業
が
関
心
を
有
し
て
い
る
移
転
価
格
課
税
、
事
前
確
認
、
相
互
協
議
、
情
報
交
換
に
つ
い
て
若
干
言
及
す
る
こ

と
と
し
た
。

二　

租
税
条
約

1　

条
約
・
租
税
条
約

（
1
）
法　

源

　

租
税
に
関
す
る
法
の
存
在
形
式
が
租
税
法
の
法
源
で
あ
り
、
そ
れ
に
は
、
憲
法
、
法
律
、
命
令
、
条
例
、
規
則
等
の
国
内
法
源
と
、

条
約
、
交
換
公
文
等
の
国
際
法
源
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る）

（
（

。
租
税
条
約
だ
け
で
は
な
く
条
約
が
法
源
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
租

税
条
約
以
外
の
条
約
に
規
定
さ
れ
て
い
る
租
税
条
項
に
つ
い
て
も
理
解
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
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（
2
）
条　

約

　

条
約
と
は
、
国
家
（
又
は
国
際
組
織
）
間
に
お
い
て
、
文
書
の
形
式
に
よ
り
締
結
さ
れ
、
国
際
法
に
よ
っ
て
規
律
さ
れ
る
国
際
的

合
意
で
あ
る
（
条
約
法
条
約
二
条
一
項
（
ａ
））。
条
約
の
ほ
か
に
、
協
定
、
協
約
、
取
極
、
規
約
、
規
定
、
憲
章
等
の
用
語
も
用
い
ら

れ
る
が
、
呼
称
の
如
何
に
よ
っ
て
効
力
が
変
わ
る
わ
け
で
は
な
い
。
な
お
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
は
、
国
家
間
の
合
意
で
は
な
く
、

民
間
の
合
意
で
あ
る
こ
と
か
ら
「
取
極
」
で
は
な
く
「
取
決
め
」
を
用
い
て
い
る
。

（
3
）
租
税
条
約

　

租
税
条
約
（T

ax T
reaty,T

ax Convention

）
は
、
二
重
課
税
の
回
避
や
脱
税
の
防
止
を
目
的
と
し
て
二
国
間
又
は
多
国
間
で
締

結
さ
れ
、
共
通
の
課
税
ル
ー
ル
等
を
定
め
る
も
の
で
あ
る
。
近
年
多
国
籍
企
業
に
よ
る
国
際
的
租
税
回
避
の
増
加
に
対
応
す
べ
く
、

国
家
間
の
連
携
、
協
力
が
進
み
、
日
本
を
含
め
多
数
の
国
が
参
加
す
る
「
多
国
間
税
務
行
政
執
行
共
助
条
約
」、「
税
源
浸
食
及
び
利

益
移
転
を
防
止
す
る
た
め
の
租
税
条
約
関
連
措
置
を
実
施
す
る
た
め
の
多
国
間
条
約
（「
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
防
止
措
置
実
施
条
約
」）
と
い
っ
た

多
国
間
租
税
条
約
が
締
結
さ
れ
て
き
て
い
る
。

　

租
税
条
約
は
基
本
的
な
内
容
を
規
定
し
た
も
の
で
、
三
〇
条
程
度
の
条
文
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
議
定
書
、
交
換
公
文
等
が
条
約
本

文
を
補
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
で
も
十
分
と
は
い
え
ず
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
に
沿
っ
た
二
国
間
租
税
条
約
で
あ
れ
ば
、
同
コ

メ
ン
タ
リ
ー
に
お
け
る
解
釈
を
参
考
す
る
こ
と
と
な
る
。

（
4
）
租
税
条
約
を
執
行
す
る
た
め
の
国
内
税
法

　

租
税
条
約
の
内
容
を
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
具
体
的
な
手
続
き
規
定
を
必
要
と
す
る
。「
租
税
条
約
に
つ
い
て
は
…
…
特
に

課
税
率
等
に
関
し
て
き
わ
め
て
包
括
的
な
規
定
を
置
く
の
を
通
例
と
し
、
国
内
法
で
補
完
又
は
補
足
す
る
規
定
を
置
か
な
い
と
、
そ
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の
適
用
関
係
が
必
ず
し
も
明
確
で
な
く
、
的
確
な
税
務
執
行
が
む
ず
か
し
い
場
合
が
あ
る
。」）

（
（

と
説
明
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
国
内

税
法
で
具
体
的
な
手
続
き
規
定
を
設
け
る
こ
と
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
所
得
税
法
、
法
人
税
法
等
に
お
い
て
規
定
が
設
け
ら
れ
て

い
る
ほ
か
、
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（「
実
施
特
例
法
」）
等
の

法
令
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

　

日
本
で
は
、
租
税
条
約
の
規
定
と
国
内
税
法
の
規
定
が
異
な
る
場
合
、
憲
法
九
八
条
二
項
に
従
い
租
税
条
約
の
規
定
が
優
先
適
用

さ
れ
る
。
一
方
、
台
湾
は
、
所
得
税
法
一
二
四
条
に
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
の
条
文
が
所
得
税
の
関
連
法
規
に
優
先
す
る
と
の
規

定
を
設
け
て
い
る
。

2　

租
税
条
約
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
1
）
日
本
が
締
結
し
た
租
税
条
約
の
状
況

　

二
〇
二
四
年
八
月
一
日
現
在
、
日
本
は
七
三
の
二
国
間
租
税
条
約
を
、
ま
た
、
一
一
の
情
報
交
換
協
定
を
締
結
し
て
い
る
。
さ
ら

に
、
多
国
間
租
税
条
約
で
あ
る
税
務
行
政
執
行
共
助
条
約
に
署
名
し
て
お
り
、
計
一
五
四
か
国
・
地
域
に
適
用
さ
れ
る
。
こ
れ
に
、

民
間
租
税
取
決
め
で
は
あ
る
も
の
の
実
質
は
租
税
条
約
に
等
し
い
日
台
民
間
租
税
取
決
め
を
加
え
れ
ば
、
適
用
対
象
国
・
地
域
は
一

五
五
に
な
る
。

　

財
務
省
は
、「
我
が
国
の
租
税
条
約
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
に
お
い
て
条
約
等
の
数
及
び
国
・
地
域
の
内
訳
と
し
て
、
日
台
民
間
租
税

取
決
め
を
明
示
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
実
質
的
に
租
税
条
約
と
同
等
の
も
の
と
認
識
し
て
い
る）

（
（

。

（
2
）
台
湾
が
締
結
し
た
租
税
協
定）

（
（

の
状
況

　

台
湾
は
、
各
国
と
の
間
で
、
投
資
保
護
協
定
、
投
資
促
進
協
定
、
自
由
貿
易
協
定
、
租
税
協
定
等
を
締
結
し
て
お
り
、
租
税
協
定
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に
関
し
て
は
、
一
九
八
一
年
一
二
月
以
降
計
三
五
か
国）

（1
（

（
二
〇
二
四
年
七
月
三
一
日
現
在
）
と
締
結
し
て
き
た
。
ま
た
、
一
二
か
国
・

地
域）

（1
（

と
の
間
で
国
際
運
輸
業
に
係
る
租
税
協
定
を
締
結
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
租
税
協
定
の
台
湾
側
署
名
者
は
、
政
府
機
関
、
日
台

交
流
協
会
に
相
当
す
る
組
織
の
代
表
等
相
手
国
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
い
る
。

三　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
の
概
要

1　

締
結
の
背
景

　

日
本
と
台
湾
と
の
間
に
国
交
が
な
い
こ
と
か
ら
、
条
約
を
締
結
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
以
前
よ
り
経
済
交
流
が
続
い
て
い
る

こ
と
か
ら
、
条
約
に
相
当
す
る
も
の
が
必
要
と
さ
れ
、
い
く
つ
か
の
取
決
め
が
締
結
さ
れ
て
い
る
。
日
本
と
台
湾
と
の
間
で
は
、
一

九
七
二
年
一
二
月
「
在
外
事
務
所
相
互
設
置
に
関
す
る
取
決
め
」
を
皮
切
り
に
、
四
〇
以
上
の
取
決
め
等
が
締
結
さ
れ
て
い
る
。
そ

の
な
か
で
、
租
税
に
関
し
て
は
、
一
九
九
〇
年
九
月
「
国
際
運
輸
業
所
得
に
対
す
る
課
税
の
相
互
免
除
に
関
す
る
取
決
め
」
が
締
結

さ
れ
て
い
る
。

　

日
本
企
業
に
よ
る
台
湾
へ
の
投
資
、
一
方
台
湾
企
業
に
よ
る
日
本
へ
の
投
資
が
増
加
す
る
な
か
、
租
税
条
約
の
機
能
が
必
要
と
さ

れ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ま
で
民
間
取
決
め
を
締
結
し
て
き
た
経
緯
を
踏
ま
え
、
形
式
上
日
台
双
方
の
協
会
の
代
表
者
が
署
名
し
、
日

台
民
間
租
税
取
決
め
が
締
結
さ
れ
る
に
至
っ
た
。
な
お
、
協
会
は
、
窓
口
に
過
ぎ
ず
、
実
質
は
財
務
省
が
交
渉
を
行
っ
た
も
の
と
思

わ
れ
る
。
一
般
に
、
条
約
の
交
渉
等
は
外
務
省
の
業
務
で
あ
る
が
、
租
税
条
約
に
関
し
て
は
、
内
容
の
特
殊
性
か
ら
、
財
務
省
が
深

く
関
与
し
て
い
る）

（1
（

。
日
本
側
に
と
っ
て
は
、
租
税
条
約
に
相
当
す
る
初
め
て
の
民
間
租
税
取
決
め
で
あ
っ
た
が
、
台
湾
側
に
と
っ
て

は
既
に
外
国
と
民
間
租
税
協
定
を
締
結
し
て
き
た
実
績
が
あ
り
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
が
初
め
て
の
取
決
め
で
は
な
く
、
下
地
が

整
っ
て
い
た
と
い
え
る
。
な
お
、
租
税
に
関
し
て
は
、
そ
の
後
日
台
税
関
相
互
支
援
取
決
め
も
締
結
さ
れ
て
い
る
。
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2　

条
文
の
概
要

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
の
条
文
は
、
二
九
条
か
ら
な
っ
て
お
り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
に
準
拠
し
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、

特
有
な
内
容
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

対
象
者
は
、「
一
方
又
は
双
方
の
居
住
者
」
で
あ
り
、
日
本
と
台
湾
で
課
税
上
の
取
扱
い
が
異
な
る
団
体
等
（
事
業
体
）
が
取
得

す
る
所
得
に
対
す
る
適
用
に
つ
い
て
も
規
定
さ
れ
て
い
る
（
一
条
）。

　

対
象
と
な
る
租
税
は
、
日
本
は
所
得
税
、
法
人
税
、
復
興
特
別
所
得
税
、
地
方
法
人
税
、
住
民
税
、
台
湾
は
営
利
事
業
所
得
税）

（1
（

、

個
人
総
合
所
得
税
、
所
得
基
本
税）

（1
（

、
及
び
、
こ
れ
ら
に
対
し
て
課
さ
れ
る
付
加
税
と
さ
れ
て
い
る
（
二
条
）。
台
湾
の
地
方
税
は
所

得
に
対
す
る
租
税
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
地
方
税
が
対
象
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

　

一
般
的
定
義
の
「
国
民
又
は
市
民
」
に
つ
い
て
、
日
本
で
は
日
本
国
の
関
係
法
令
に
従
っ
て
日
本
国
の
戸
籍
に
あ
る
者
、
台
湾
で

は
台
湾
の
旅
券
を
所
有
す
る
権
利
を
有
す
る
個
人
と
さ
れ
て
い
る
（
三
条
）。

　

居
住
者
の
定
義
は
国
内
法
の
定
義
に
従
っ
て
い
る
ほ
か
、
双
方
居
住
者
の
振
り
分
け
ル
ー
ル
が
規
定
さ
れ
て
い
る
（
四
条
）。

　

恒
久
的
施
設
（
Ｐ
Ｅ
）
は
、
一
般
的
な
租
税
条
約
と
同
様
で
あ
る
が
、
建
設
工
事
等
に
つ
い
て
は
、
六
箇
月
を
超
え
る
期
間
存
続

す
る
場
合
は
Ｐ
Ｅ
と
さ
れ
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
含
め
、
企
業
が
行
う
役
務
の
提
供
に
つ
い
て
は
一
八
三
日
を
超
え
る
場
合
は
Ｐ
Ｅ

と
さ
れ
る
（
五
条
）。
し
か
し
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
定
義
が
不
明
確
で
あ
り
、
課
題
で
あ
る
。

　

近
年
締
結
さ
れ
た
租
税
条
約
で
は
、
ト
リ
ー
テ
ィ
・
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
（
条
約
漁
り
）
を
防
止
す
る
た
め
、
租
税
条
約
の
適
用
を
適

格
者
に
限
定
す
る
条
項
が
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
お
い
て
も
文
言
は
異
な
る
も
の
の
、
減
免
の
制
限
が
規

定
さ
れ
て
い
る
（
二
六
条
）。

　

特
徴
的
な
条
文
と
し
て
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
規
定
さ
れ
た
内
容
を
実
施
す
る
た
め
、
相
互
主
義）

（1
（

が
条
件
と
さ
れ
て
い
る

（
二
七
条
）。
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四　

国
内
税
法
の
整
備
と
執
行

1　

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法

　

租
税
条
約
の
場
合
、
そ
の
実
施
に
当
た
り
、
国
内
税
法
と
し
て
の
租
税
条
約
実
施
特
例
法
が
適
用
さ
れ
る
が
、
日
台
民
間
租
税
取

決
め
は
租
税
条
約
に
該
当
し
な
い
こ
と
か
ら
、
実
施
特
例
法
が
適
用
さ
れ
な
い
。
そ
こ
で
、
次
の
よ
う
な
方
法
を
用
い
て
、
租
税
条

約
と
同
等
の
効
果
を
生
じ
さ
せ
た
。

　

二
〇
一
六
（
平
成
二
八
）
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
、「
外
国
人
等
の
国
際
運
輸
業
に
係
る
所
得
に
対
す
る
相
互
主
義
に
よ
る
所

得
税
等
の
非
課
税
に
関
す
る
法
律
」（
昭
和
三
七
年
法
律
第
一
四
四
号
）
が
「
外
国
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
相
互
主
義
に
よ
る
所

得
税
等
の
非
課
税
等
に
関
す
る
法
律
」（「
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
」）
に
改
組
・
拡
充
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
日
台
民
間
租

税
取
決
め
の
規
定
を
日
本
国
内
で
実
施
す
る
た
め
の
国
内
税
法
の
整
備
が
行
わ
れ
、
租
税
条
約
に
相
当
す
る
枠
組
み
が
構
築
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。

　

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
の
概
要
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
な
お
、
地
方
税
の
取
扱
い
に
関
し
て
も
規
定
さ
れ
て
い
る

が
、
本
稿
で
は
割
愛
す
る
。

（
1
）
外
国
居
住
者
等
の
意
義

　

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
二
条
三
号
で
は
、「
外
国
居
住
者
等
」
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　
「
外
国
」
と
は
租
税
条
約
の
相
手
国
等
以
外
の
外
国
で
あ
っ
て
、
そ
の
法
令
に
よ
り
課
さ
れ
る
所
得
税
又
は
法
人
税
に
相
当
す
る

税
に
関
し
て
同
等
の
取
扱
い
が
行
わ
れ
、
か
つ
、
そ
の
法
令
に
よ
り
課
さ
れ
る
租
税
に
関
す
る
情
報
に
関
し
て
情
報
の
提
供
に
関
す

る
取
扱
い
と
同
等
の
取
扱
い
が
行
わ
れ
る
外
国
と
し
て
政
令
で
指
定
す
る
も
の
を
い
い
、
政
令
に
お
い
て
台
湾
が
指
定
さ
れ
て
い
る
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（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
令
2
）。
な
お
、
台
湾
は
、
租
税
条
約
の
相
手
国
等
以
外
の
外
国
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
日
台
民
間
租
税

取
決
め
の
内
容
が
台
湾
の
所
得
税
法
等
に
優
先
し
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除

法
に
い
う
外
国
の
指
定
要
件
を
満
た
し
て
い
る
。

　

次
に
、「
外
国
居
住
者
等
」
と
は
外
国
に
住
所
を
有
す
る
個
人
、
当
該
外
国
に
本
店
若
し
く
は
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
又

は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者
を
い
う
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
こ
れ
に
は
当
該
外
国
の
権
限
の
あ
る
機
関
を
含
む
と
さ
れ
て
い
る
。

（
2
）
国
内
事
業
所
等
の
意
義

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
五
条
を
受
け
て
、
国
内
事
業
所
等
の
範
囲
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法

2
⑥
）。

（
3
）
双
方
居
住
者
の
振
分
け
ル
ー
ル

　

居
住
者
で
、
外
国
の
法
令
に
よ
っ
て
外
国
に
住
所
又
は
居
所
を
有
す
る
こ
と
等
に
よ
り
所
得
税
に
相
当
す
る
租
税
を
課
さ
れ
る
者

が
双
方
居
住
者
と
な
る
（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
3
①
）。
双
方
居
住
者
に
該
当
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
恒
久
的
住
居
の
所

在
等
を
基
準
と
し
た
振
分
け
ル
ー
ル
に
基
づ
き
、
台
湾
居
住
者
は
日
本
の
非
居
住
者
と
み
な
し
、
い
ず
れ
に
も
振
り
分
け
ら
れ
な
い

者
に
つ
い
て
は
一
部
の
措
置
を
適
用
し
な
い
（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
3
②
）。

（
4
）
相
互
主
義

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
二
七
条
で
は
、
相
互
主
義
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
を
受
け
て
、
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
一

条
に
お
い
て
相
互
主
義
が
前
提
と
さ
れ
て
お
り
、
台
湾
が
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
規
定
さ
れ
た
内
容
を
実
施
し
な
い
場
合）

（1
（

は
、
外
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国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
二
章
の
規
定
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
。

　

相
互
主
義
に
関
し
て
は
、
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
五
条
に
お
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。

（
5
）
台
湾
居
住
者
等
の
国
内
源
泉
所
得
に
対
す
る
所
得
税
又
は
法
人
税
の
非
課
税
、
軽
減

　

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
に
お
い
て
、
次
の
と
お
り
台
湾
居
住
者
等
の
国
内
源
泉
所
得
に
対
す
る
所
得
税
又
は
法
人
税
の

取
り
扱
い
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。

①　

事
業
所
得
（
七
条
）

　

台
湾
居
住
者
が
有
す
る
事
業
所
得
の
う
ち
日
本
国
内
に
あ
る
事
業
所
等
に
帰
属
し
な
い
も
の
等
に
つ
い
て
所
得
税
又
は
法
人
税
を
課
さ
な

い
。
い
わ
ゆ
る
帰
属
主
義
の
考
え
方
で
あ
る
が
、
一
定
の
内
部
取
引
に
つ
い
て
は
認
識
せ
ず
、
課
税
所
得
を
計
算
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

②　

国
際
運
輸
業
所
得
（
一
一
条
）

　

国
際
運
輸
業
を
営
む
台
湾
居
住
者
が
有
す
る
国
際
運
輸
業
所
得
に
つ
い
て
所
得
税
又
は
法
人
税
を
課
さ
な
い
。

③　

配
当
等
に
対
す
る
源
泉
徴
収
に
係
る
所
得
税
の
税
率
の
特
例
等
（
一
五
条
）

　

台
湾
居
住
者
が
支
払
を
受
け
る
一
定
の
配
当
、
利
子
又
は
使
用
料
に
つ
い
て
、
所
得
税
又
は
法
人
税
の
税
額
を
対
象
配
当
等
の
一
〇
％
相

当
額
に
軽
減
す
る
。
台
湾
の
権
限
の
あ
る
機
関
等
が
支
払
を
受
け
る
一
定
の
利
子
等
に
つ
い
て
、
所
得
税
又
は
法
人
税
を
課
さ
な
い
。

④　

割
引
債
の
償
還
差
益
に
係
る
所
得
税
の
還
付
（
一
八
条
）

　

発
行
時
に
源
泉
徴
収
の
対
象
と
さ
れ
た
割
引
債
の
発
行
者
は
、
台
湾
居
住
者
に
対
し
当
該
割
引
債
の
償
還
差
益
の
支
払
を
す
る
場
合
に
は
、

当
該
台
湾
居
住
者
に
対
し
、
そ
の
源
泉
徴
収
さ
れ
た
所
得
税
に
相
当
す
る
金
額
の
全
部
又
は
一
部
を
還
付
す
る
。

⑤　

資
産
の
譲
渡
所
得
（
一
九
条
）

　

台
湾
居
住
者
が
有
す
る
資
産
の
譲
渡
所
得
に
つ
い
て
、
所
得
税
又
は
法
人
税
を
課
さ
な
い
。

⑥　

報
酬
（
二
〇
条
）



34

法学研究 98 巻 1 号（2025：1）

　

台
湾
居
住
者
が
支
払
を
受
け
る
一
定
の
報
酬
に
つ
い
て
、
当
該
台
湾
居
住
者
が
短
期
滞
在
者
に
該
当
す
る
等
の
場
合
に
は
、
所
得
税
を
課

さ
な
い
。

⑦　

給
与
（
二
三
条
）

　

台
湾
居
住
者
が
支
払
を
受
け
る
一
定
の
給
与
に
つ
い
て
、
当
該
台
湾
居
住
者
が
短
期
滞
在
者
に
該
当
す
る
等
の
場
合
に
は
、
所
得
税
を
課

さ
な
い
。

⑧　

台
湾
の
権
限
あ
る
機
関
等
か
ら
支
払
を
受
け
る
給
与
等
又
は
年
金
（
二
六
条
）

　

台
湾
居
住
者
等
で
一
定
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
台
湾
の
権
限
あ
る
機
関
等
か
ら
支
払
を
受
け
る
一
定
の
給
与
等
又
は
年
金
に
つ
い
て
、

所
得
税
を
課
さ
な
い
。

⑨　

学
生
等
（
二
八
条
）

　

台
湾
居
住
者
等
で
一
定
の
要
件
を
満
た
す
学
生
等
が
支
払
を
受
け
る
日
本
国
外
か
ら
の
一
定
の
給
付
に
つ
い
て
、
所
得
税
を
課
さ
な
い
。

（
6
）
台
湾
の
租
税
に
関
す
る
権
限
の
あ
る
機
関
へ
の
情
報
提
供

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
二
五
条
を
受
け
て
、
台
湾
の
租
税
に
関
す
る
権
限
の
あ
る
機
関
に
対
し
、
租
税
に
関
す
る
情
報
の
提
供
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
旨
の
規
定
を
設
け
て
い
る
（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
41
）。

（
7
）
減
免
の
制
限

　

国
内
源
泉
所
得
の
基
因
と
な
る
権
利
又
は
財
産
の
設
定
又
は
移
転
そ
の
他
の
行
為
の
主
た
る
目
的
の
一
つ
が
、
所
得
税
の
非
課
税

等
に
関
す
る
規
定
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
で
あ
る
場
合
に
は
、
非
課
税
に
関
す
る
規
定
は
適
用
し
な
い
と
し
て
い
る
（
外
国
居
住
者

等
所
得
相
互
免
除
法
（
）。
こ
れ
に
つ
い
て
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
二
六
条
で
は
、
居
住
者
は
、
当
該
居
住
者
又
は
当
該
居
住
者
と

関
連
を
有
す
る
者
に
よ
る
業
務
の
遂
行
が
、
こ
の
取
決
め
の
特
典
を
受
け
る
こ
と
を
そ
の
主
た
る
目
的
の
全
部
又
は
一
部
と
す
る
も
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の
で
あ
る
場
合
に
、
特
典
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

2　

移
転
価
格
課
税
、
事
前
確
認
、
相
互
協
議

（
1
）
移
転
価
格
課
税

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
九
条
（
関
連
企
業
）
に
お
い
て
移
転
価
格
課
税
、
対
応
的
調
整
に
関
し
て
規
定
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
基

づ
き
国
内
税
法
も
整
備
さ
れ
た
。
内
国
法
人
等
が
外
国
関
連
者
（「
国
外
関
連
者
」）
と
の
間
で
行
う
取
引
（「
外
国
関
連
取
引
（「
国
外

関
連
取
引
」）」）
に
つ
い
て
、
一
定
の
事
実
に
つ
き
国
税
庁
長
官
の
確
認
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
外
国
関
連
取
引
は
独
立
企
業
間
価

格
で
行
わ
れ
た
も
の
と
し
て
課
税
所
得
を
計
算
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
14
①
）。

　

な
お
、
台
湾
に
お
い
て
は
、
二
〇
〇
四
年
に
移
転
価
格
税
制
が
導
入
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
、
二
〇
一
四
年
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
か
ら
Ｂ
Ｅ

Ｐ
Ｓ
行
動
計
画
が
公
表
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
て
、
二
〇
一
七
年
一
一
月
に
移
転
価
格
審
査
準
則
の
改
正
が
行
わ
れ
、
マ
ス
タ
ー
フ
ァ

イ
ル
、
ロ
ー
カ
ル
フ
ァ
イ
ル
、
国
別
報
告
書
に
関
す
る
文
書
化
制
度
が
整
備
さ
れ
て
い
る
。

（
2
）
事
前
確
認

　

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
で
は
事
前
確
認
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
な
い）

（1
（

が
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
よ
り
、
二
国
間

事
前
確
認
（
バ
イ
ラ
テ
ラ
ル
Ａ
Ｐ
Ａ
）
に
つ
い
て
相
互
協
議
を
実
施
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
日
台
間
で
関
連
者
取
引
を
行
っ
て

い
る
法
人
に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト
と
な
る
。

　

な
お
、
台
湾
に
お
い
て
事
前
確
認
を
申
請
す
る
た
め
に
要
件
が
規
定
さ
れ
て
い
る
（
移
転
価
格
審
査
準
則
23
①
）。
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（
3
）
国
税
庁
長
官
の
確
認
が
あ
っ
た
場
合
の
更
正
の
請
求
の
特
例
等

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
二
四
条
（
相
互
協
議
手
続
き
）
等
を
受
け
て
、
次
の
と
お
り
国
税
庁
長
官
の
確
認
が
あ
っ
た
場
合
の
更
正

の
請
求
の
特
例
等
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
（
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
32
）。
な
お
、
租
税
条
約
に
基
づ
く
合
意
で
は
な

い
こ
と
か
ら
国
税
庁
長
官
の
確
認
が
あ
っ
た
場
合
と
な
っ
て
い
る
。

①　

納
税
申
告
書
の
提
出
等
を
し
た
者
は
、
台
湾
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
所
得
税
又
は
法
人
税
の
非
課
税
等
の
措
置
の
適
用
に
よ
り
課

税
標
準
等
又
は
税
額
等
が
過
大
と
な
る
場
合
に
お
い
て
、
国
税
庁
長
官
の
確
認
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
確
認
の
日
か
ら
二
月
以
内
に
、
更

正
の
請
求
に
よ
り
、
当
該
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

②　

台
湾
居
住
者
等
が
有
す
る
所
得
に
つ
き
、
台
湾
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
所
得
税
又
は
法
人
税
の
非
課
税
等
の
措
置
の
適
用
に
よ
り

源
泉
徴
収
に
よ
る
所
得
税
に
係
る
過
誤
納
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
国
税
庁
長
官
の
確
認
が
あ
っ
た
と
き
は
、
税
務
署
長
は
、
当
該
所
得

の
源
泉
徴
収
義
務
者
に
対
し
、
そ
の
過
誤
納
金
に
相
当
す
る
給
付
金
を
支
給
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
過
誤
納
金
に
つ
き
還
付
請
求
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
場
合
に
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

（
4
）
相
互
協
議

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
二
四
条
に
お
い
て
相
互
協
議
手
続
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。
対
象
と
な
る
も
の
は
い
わ
ゆ
る
個
別
課

税
事
案
で
あ
り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
、
及
び
そ
れ
に
沿
っ
た
二
国
間
租
税
条
約
で
規
定
さ
れ
て
い
る
、「
租
税
条
約
の
解

釈
又
は
適
用
に
関
し
て
生
ず
る
困
難
又
は
疑
義
に
係
る
相
互
協
議
」
は
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
を
受
け
て
外
国
居
住
者
等
所

得
相
互
免
除
法
で
も
対
象
に
含
ま
れ
て
い
な
い
。

　

二
〇
一
七
年
一
月
、
国
税
庁
は
「
日
台
租
税
取
決
め
第
二
四
条
（
相
互
協
議
手
続
）
の
取
扱
い
等
に
つ
い
て
（
事
務
運
営
指
針
）」

を
発
遣
し
、
次
の
手
続
き
に
つ
い
て
明
確
化
を
図
っ
た
。
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①　

納
税
者
か
ら
の
事
前
相
談

　

②　

納
税
者
か
ら
の
相
互
協
議
の
申
立
て

　

③　

国
税
庁
と
台
湾
税
務
当
局
と
の
相
互
協
議

　

④　

相
互
協
議
に
係
る
事
案
の
解
決
（
合
意
）
に
先
立
っ
て
の
申
立
者
の
意
向
確
認
（
申
立
者
の
同
意
）、
外
国
居
住
者
等
所
得
相

互
免
除
法
第
一
〇
、
一
四
、
三
〇
条
に
係
る
「
国
税
庁
長
官
の
確
認
」
が
あ
る
場
合
の
申
出
書
提
出

　

⑤　

相
手
国
と
の
相
互
協
議
に
係
る
事
案
の
解
決
（
合
意
）（
解
決
に
基
づ
く
調
整
）

　

基
本
的
に
は
、
通
常
の
相
互
協
議
手
続
き
と
同
様
で
あ
る
が
、
相
互
協
議
申
立
書
は
台
湾
の
ケ
ー
ス
の
た
め
に
特
別
に
作
成
さ
れ

た
も
の
で
あ
り
、「
国
税
庁
長
官
の
確
認
」
が
あ
る
場
合
の
申
出
書
提
出
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

（
5
）
執　

行

　

二
〇
二
四
年
三
月
、
日
本
の
工
作
機
械
メ
ー
カ
ー
が
台
湾
子
会
社
と
の
取
引
に
つ
い
て
移
転
価
格
税
制
に
基
づ
い
て
申
告
漏
れ
を

指
摘
さ
れ
た
旨
の
報
道
が
あ
っ
た）

（1
（

。
従
来
、
日
本
親
会
社
と
台
湾
子
会
社
の
間
の
取
引
に
対
し
て
移
転
価
格
課
税
が
行
わ
れ
た
と
の

報
道
を
見
か
け
る
こ
と
は
希
有
で
あ
っ
た
が
、
今
後
は
更
な
る
課
税
が
行
わ
れ
る
可
能
性
は
高
い
。

　

ま
た
、
移
転
価
格
課
税
を
事
前
回
避
す
る
た
め
に
二
国
間
事
前
確
認
（
バ
イ
ラ
テ
ラ
ル
Ａ
Ｐ
Ａ
）
を
申
し
立
て
る
ケ
ー
ス
が
増
加

す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
日
台
民
間
租
税
取
決
め
が
締
結
さ
れ
た
直
後
、
日
本
の
国
税
庁
相
互
協
議
担
当
者
は
、「
平
成
二
八
年

度
税
制
改
正
を
受
け
、
台
湾
と
の
相
互
協
議
を
実
施
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
間
も
な
い
こ
と
も
あ
り
、
台
湾
と
の
相
互
協
議
に

つ
い
て
は
、
数
件
の
事
前
確
認
事
案
に
関
し
て
協
議
に
向
け
た
準
備
を
進
め
て
い
る
と
い
っ
た
状
況
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
昨
年
と

同
様
、
現
時
点
に
お
い
て
も
、
台
湾
当
局
の
ス
タ
ン
ス
や
相
互
協
議
で
論
点
と
な
り
得
る
事
項
に
関
し
、
皆
様
に
ご
紹
介
で
き
る
よ

う
な
情
報
は
持
っ
て
い
ま
せ
ん
。
し
か
し
な
が
ら
、
新
し
い
交
渉
相
手
国
で
あ
り
、
未
知
数
な
面
が
あ
る
こ
と
に
加
え
、
民
間
窓
口
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機
関
が
間
に
入
る
、
台
湾
側
の
事
情
に
よ
り
対
面
形
式
で
議
論
す
る
機
会
を
確
保
す
る
こ
と
が
難
し
い
た
め
、
交
渉
は
書
面
で
の
や

り
取
り
が
中
心
と
な
っ
て
く
る
な
ど
、
通
常
の
相
互
協
議
と
は
異
な
る
手
続
き
や
プ
ロ
セ
ス
を
経
る
こ
と
に
な
る
こ
と
か
ら
、
日
台

間
の
相
互
協
議
は
、
結
果
と
し
て
時
間
が
か
か
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
に
ご
留
意
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。」）

（1
（

と
述
べ
て
い
る
。

台
湾
側
の
経
験
、
双
方
の
守
秘
義
務
等
も
あ
り
、
相
互
協
議
を
実
施
す
る
上
で
多
少
の
困
難
が
想
定
さ
れ
る
が
、
今
後
は
、
移
転
価

格
課
税
事
案
及
び
二
国
間
事
前
確
認
事
案
に
係
る
相
互
協
議
の
申
立
て
が
増
加
す
る
と
思
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
迅
速
か
つ
適
切
な
相

互
協
議
の
実
施
が
求
め
ら
れ
る
。

3　

情
報
交
換

　

二
〇
一
八
年
一
一
月
、
公
益
財
団
法
人
日
本
台
湾
交
流
協
会
と
台
湾
日
本
関
係
協
会
の
間
で
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
二
五
条
に

規
定
さ
れ
て
い
る
「
情
報
の
交
換
」
に
関
し
、
自
動
的
情
報
交
換
の
実
施
手
続
に
つ
い
て
合
意
が
な
さ
れ
た
。
当
該
合
意
は
、
税
務

当
局
間
に
お
い
て
共
通
報
告
基
準
（Com

m
on Reporting Standard

）
に
基
づ
く
情
報
や
国
別
報
告
書
（Country-by-Country 

Report

）
を
含
む
自
動
的
情
報
交
換
に
関
す
る
具
体
的
な
実
施
手
続
を
規
定
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
後
、　

国
税
庁
は
、
一
定
の

条
件
を
満
た
す
こ
と
を
前
提
に
、
二
〇
一
七
年
一
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
最
終
親
会
計
年
度
に
係
る
国
別
報
告
事
項

（CbCR:Country-by-Country Report

）
を
台
湾
に
提
供
す
る
方
針
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
台
湾
か
ら
日
本
に
対
し
て
も
、
同
日
以

後
に
開
始
す
る
最
終
親
会
計
年
度
に
係
る
国
別
報
告
事
項
に
相
当
す
る
情
報
が
提
供
さ
れ
る
旨
公
表
し
て
い
る
。
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五　

効
果
と
課
題

1　

締
結
の
メ
リ
ッ
ト

（
1
）
企
業
側
の
メ
リ
ッ
ト

　

企
業
に
と
っ
て
日
台
民
間
租
税
取
決
め
締
結
の
最
大
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
租
税
負
担
軽
減
及
び
二
重
課
税
回
避
で
あ
る
。
締
結
前
で

は
、
配
当
や
利
子
に
つ
い
て
台
湾
国
内
法
に
規
定
す
る
源
泉
徴
収
税
率
が
適
用
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
、
締
結
後
は
軽
減
税
率
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
租
税
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
。
ま
た
、
台
湾
子
会
社
と
取
引
を
行
っ
て
い
る
日
本
企
業
は
、
双
方
か
ら
移
転
価

格
課
税
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
相
互
協
議
が
行
わ
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
二
重
課
税
が
排
除
さ
れ
な
い
リ
ス
ク

を
有
し
て
い
た
。
し
か
し
、
締
結
後
は
、
相
互
協
議
が
可
能
と
な
り
、
リ
ス
ク
が
軽
減
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
海
外
投
資
に
つ
い

て
、
締
結
前
は
、
台
湾
よ
り
租
税
条
約
締
結
国
で
あ
る
タ
イ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ベ
ト
ナ
ム
等
が
有
利
で
あ
っ
た
が
、
締
結
後
は
台

湾
に
つ
い
て
の
投
資
の
マ
イ
ナ
ス
面
が
な
く
な
っ
た
こ
と
は
日
本
企
業
に
と
っ
て
朗
報
で
あ
ろ
う
。

（
2
）
税
務
当
局
側
の
メ
リ
ッ
ト

　

税
務
当
局
間
で
情
報
交
換
が
可
能
と
な
っ
た
こ
と
で
脱
税
の
防
止
に
繫
が
り
、
ま
た
、
直
接
的
に
有
効
と
な
ら
な
く
と
も
、
牽
制

効
果
が
見
込
ま
れ
る
。

2　

経
済
的
効
果

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
締
結
及
び
そ
れ
に
伴
う
国
内
税
法
の
整
備
に
よ
る
納
税
者
側
の
具
体
的
な
メ
リ
ッ
ト
は
、
利
子
、
配
当
、

使
用
料
に
対
す
る
軽
減
税
率
の
適
用
、
相
互
協
議
の
実
施
可
能
性
等
で
あ
る
。
相
互
協
議
の
実
施
に
つ
い
て
は
不
明
で
あ
る
の
で
、
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締
結
前
後
の
直
接
投
資
の
推
移
か
ら
経
済
的
効
果
に
つ
い
て
の
検
証
を
試
み

た
。

　

締
結
前
後
に
お
け
る
直
接
投
資
件
数
（
表
1
）
に
関
し
て
は
、
日
本
か
ら

台
湾
へ
、
及
び
台
湾
か
ら
日
本
へ
の
双
方
向
で
大
き
な
変
化
は
窺
え
な
い
が
、

直
接
投
資
金
額
（
表
2
）
に
関
し
て
は
変
化
が
窺
え
る
。
日
本
か
ら
台
湾
へ

の
直
接
投
資
金
額
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
六
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
、
二
〇

一
三
年
か
ら
二
〇
一
六
年
に
か
け
て
横
ば
い
の
状
況
に
あ
っ
た
が
、
二
〇
一

八
年
に
一
五
二
五
百
万
ド
ル
と
急
増
し
て
い
る
。
こ
の
時
期
、
伊
藤
忠
商
事

が
「
台
北
一
〇
一
」
の
運
営
会
社
の
株
式
を
一
部
取
得
す
る
と
い
う
大
型
投

資
を
行
っ
て
い
る
。
そ
の
後
二
〇
二
〇
年
か
ら
二
〇
二
一
年
に
か
け
て
減
少

し
た
が
、
二
〇
二
二
年
に
一
六
九
九
百
万
ド
ル
に
達
し
て
い
る
。

　

一
方
、
台
湾
か
ら
日
本
へ
の
直
接
投
資
も
拡
大
傾
向
に
あ
り
、
二
〇
一
六

年
に
四
五
〇
四
百
万
ド
ル
と
急
増
し
て
い
る
。
こ
の
時
期
、
鴻
海
精
密
工
業

股
份
有
限
公
司
が
シ
ャ
ー
プ
を
傘
下
に
収
め
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
投
資
拡
大
の
背
景
に
は
、
第
一
義
的
に
は
企
業
戦
略
等
が
あ
る

が
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
締
結
の
効
果
も
あ
っ
た
も
の
と
推
測
さ
れ
る
。

　

今
後
も
、
双
方
の
投
資
は
拡
大
し
、
特
に
電
機
・
電
子
分
野
、
サ
ー
ビ
ス

事
業
分
野
、
日
本
の
中
小
企
業
の
海
外
展
開
分
野
に
お
い
て
日
台
連
携
は
一

層
深
ま
っ
て
い
く
も
の
と
思
料
さ
れ
る
。

出典�（表 1・表 2 とも）：公益財団法人日本台湾交流協会「台湾の経済 DATA BOOK」（2012 年～
2022 年の各版）（https://www.koryu.or.jp/publications/economy/databook2022/tabid3155.html）

� （単位：百万ドル）

年度 2012 2013 2014 2015 201（ 201（ 2018 2019 2020 2021 2022

日本→台湾 414 409 549 453 34（ （41 1,525 1,2（1 9（4 （29 1,（99

台湾→日本 1,089 1（0 （（0 304 4,504 202 （20 （2 388 2,21（ （3

表 2　日台間の直接投資金額の推移〈認可ベース〉

� （単位：件）

年度 2012 2013 2014 2015 201（ 201（ 2018 2019 2020 2021 2022

日本→台湾 （19 （18 488 4（1 458 418 524 434 283 231 218

台湾→日本 35 25 50 35 32 3（ 43 45 31 25 29

表 1　日台間の直接投資件数の推移〈認可ベース〉
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3　

課　

題

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
の
締
結
に
つ
い
て
、「
い
か
な
る
理
由
が
あ
ろ
う
と
も
、
特
定
の
地
域
・
国
を
対
象
に
包
括
的
な
租
税
条

約
と
同
様
の
効
果
・
措
置
を
国
内
法
令
に
よ
っ
て
定
め
る
こ
と
は
、
憲
法
上
も
『
条
約
』
が
『
法
律
』
と
は
異
な
る
手
続
き
等
に
よ

り
定
め
ら
れ
る
こ
と
等
に
鑑
み
れ
ば
、
そ
も
そ
も
『
条
約
』
の
意
義
を
否
定
す
る
こ
と
に
な
ら
な
い
か
危
惧
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ

る
」）

（2
（

と
の
指
摘
が
あ
り
、
首
肯
す
る
点
も
あ
る
。

　

日
本
は
台
湾
を
国
家
と
し
て
認
め
て
い
な
い
以
上
、
租
税
条
約
を
締
結
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
国
交
断
絶
後
も
日
台
間
の
経

済
交
流
が
盛
ん
で
あ
り
、
投
資
に
関
す
る
租
税
負
担
の
軽
減
を
求
め
る
日
本
企
業
の
要
請
を
勘
案
し
、
民
間
取
決
め
の
形
式
を
採
り
、

実
質
的
な
租
税
条
約
の
効
果
を
持
た
せ
た
こ
と
は
や
む
を
得
な
い
面
が
あ
る
。
日
台
間
の
経
済
実
態
を
勘
案
す
れ
ば
、
む
し
ろ
遅
す

ぎ
た
と
も
思
え
る
。

　

通
常
の
租
税
条
約
、
例
え
ば
現
行
日
米
租
税
条
約
で
は
、「
日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
は
、
所
得
に
対
す
る
租
税

に
関
し
、
二
重
課
税
を
回
避
し
及
び
脱
税
を
防
止
す
る
た
め
の
新
た
な
条
約
を
締
結
す
る
こ
と
を
希
望
し
て
、
次
の
と
お
り
協
定
し

た
。」
と
記
述
さ
れ
て
い
る
が
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
の
前
文
で
は
、「
公
益
財
団
法
人
交
流
協
会
と
亜
東
関
係
協
会
は
、
…
…
規

定
す
る
事
項
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
関
係
当
局
の
同
意
を
得
る
よ
う
に
相
互
に
協
力
す
る
。」
と
記
述
さ

れ
て
い
る
。
民
間
取
決
め
で
あ
る
こ
と
か
ら
、「
相
互
に
協
力
す
る
」
と
し
か
表
現
で
き
な
い
。

　

し
か
し
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
で
は
、
例
え
ば
第
六
条
に
お
い
て
、「
…
…
租
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
規
定
さ
れ
て

お
り
、
違
和
感
を
覚
え
る
。「
租
税
を
課
す
る
」
こ
と
は
国
家
に
よ
る
課
税
権
の
行
使
で
あ
り
、
法
令
の
規
定
に
よ
ら
な
く
て
は
な

ら
な
い
。
国
内
税
法
が
整
備
さ
れ
、
租
税
を
課
す
る
こ
と
は
可
能
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
民
間
の
取
決
め
の
表
現
と
し
て
は
疑
問

が
残
る
。

　

ま
た
、
先
に
述
べ
た
よ
う
に
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
と
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
と
の
整
合
性
に
つ
い
て
も
課
題
が
あ
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4　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
関
す
る
改
正
要
望

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
関
し
て
、
二
〇
二
三
年
民
間
団
体
で
あ
る
日
本
機
械
輸
出
組
合
か
ら
次
の
よ
う
な
改
正
要
望
が
出
さ
れ

て
い
る）

（2
（

。

�

①　

親
子
間
配
当
に
つ
い
て
一
〇
％
の
税
率
に
よ
る
源
泉
徴
収
が
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
現
地
子
会
社
か
ら
日
本
親
会
社
へ
の
利
益
還
流
の

障
害
要
因
と
な
っ
て
い
る
と
の
指
摘
が
あ
り
、
親
子
間
配
当
に
つ
い
て
源
泉
税
を
免
税
と
す
る
こ
と
を
求
め
る
。
な
お
、
こ
の
点
に
関
し
て

は
、
締
結
直
後
か
ら
改
正
要
望
が
出
さ
れ
て
い
る
。

②　

取
決
め
の
適
用
手
続
き
が
煩
雑
で
あ
る
ほ
か
、
Ｐ
Ｅ
の
な
い
事
業
所
得
に
関
し
て
免
税
適
用
の
た
め
に
申
請
手
続
き
が
必
要
と
な
っ
て

お
り
、
実
務
的
に
対
応
が
困
難
に
な
っ
て
い
る
と
の
指
摘
が
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
配
当
や
利
子
に
関
す
る
軽
減
税
率
適
用
の
た
め
の
文
書

に
公
証
人
や
台
北
駐
日
経
済
文
化
代
表
処
の
認
証
が
必
要
で
、
か
な
り
の
日
数
を
要
す
る
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
手
続
き
の
簡
素
化
を
求

め
る
。
な
お
Ｐ
Ｅ
の
な
い
事
業
所
得
に
関
し
て
は
、
事
前
申
請
手
続
き
自
体
の
廃
止
を
求
め
る
。

③　

日
本
へ
支
払
う
シ
ス
テ
ム
利
用
料
な
ど
に
係
わ
る
源
泉
税
は
台
湾
側
で
還
付
申
請
で
き
る
は
ず
の
と
こ
ろ
書
類
が
細
か
く
大
量
で
あ
る

こ
と
か
ら
実
質
的
に
利
用
し
に
く
い
状
態
に
あ
る
。
さ
ら
に
、
過
年
度
の
支
払
に
つ
い
て
も
還
付
申
請
が
で
き
る
は
ず
の
と
こ
ろ
申
請
書
類

が
膨
大
と
の
指
摘
が
あ
る
。
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
提
出
資
料
の
簡
素
化
等
を
求
め
る
。

�　

こ
の
う
ち
①
親
子
間
配
当
に
関
し
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
で
は
五
％
以
下
と
規
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
五
％
又

は
免
税
と
す
る
こ
と
も
検
討
す
る
べ
き
で
あ
ろ
う
が
、
②
及
び
③
に
関
し
て
は
、
取
決
め
と
は
切
り
離
し
て
台
湾
当
局
と
の
交
渉
に

よ
り
解
決
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。
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配
当
や
利
子
に
係
る
源
泉
徴
収
税
率
に
関
し
て
は
、
前
記
民
間
団
体
以
外
か
ら
も
改
正
要
望
が
出
さ
れ
て
お
り
、
台
湾
に
投
資
す

る
日
本
企
業
共
通
の
要
望
と
思
わ
れ
る
。
二
〇
一
九
年
二
月
に
経
済
産
業
省
が
公
表
し
た
「
諸
外
国
等
に
お
け
る
租
税
制
度
及
び
各

国
現
地
子
会
社
等
に
対
す
る
課
税
問
題
に
係
る
調
査
・
研
究
事
業
（
平
成
三
〇
年
度
）
調
査
報
告
書
」
で
は
、
日
台
民
間
租
税
取
決

め
で
の
配
当
や
利
子
に
係
る
源
泉
徴
収
の
免
除
が
要
望
さ
れ
て
い
る）

（2
（

。

六　

お
わ
り
に

　

移
転
価
格
税
制
、
相
互
協
議
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
、
国
際
的
租
税
回
避
ス
キ
ー
ム
等
を
研
究
対
象
と
し
て
き
た
が
、

租
税
条
約
は
そ
れ
ら
の
根
幹
を
な
す
も
の
で
あ
り
、
研
究
の
原
点
で
あ
る
と
い
え
る
。
し
か
し
、
一
般
条
約
で
あ
る
Ｅ
Ｕ
条
約
、
日

米
地
位
協
定
、
さ
ら
に
は
民
間
取
決
め
で
あ
る
日
台
民
間
租
税
取
決
め
等
従
来
焦
点
が
当
た
っ
て
い
な
か
っ
た
分
野
も
多
い
こ
と
か

ら
、
そ
れ
ら
に
関
心
を
有
す
る
こ
と
と
な
り
、
近
年
こ
れ
ら
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
て
き
た
。
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
つ
い
て
は
、

若
干
の
疑
義
が
あ
る
も
の
の
、
投
資
状
況
等
、
納
税
者
側
の
要
望
を
勘
案
す
れ
ば
締
結
は
必
要
不
可
欠
で
あ
っ
た
と
考
え
て
い
る
。

　

日
台
民
間
租
税
取
決
め
の
条
文
の
内
容
が
自
動
的
に
適
用
さ
れ
る
わ
け
で
な
く
、
事
前
に
申
請
し
許
可
を
得
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
本
稿
で
は
、
日
台
民
間
租
税
取
決
め
に
係
る
事
務
手
続
き
に
つ
い
て
は
割
愛
し
た
が
、
実
務
面
で
は
留
意
す
べ
き
点
が
多
々
あ

る
。〔

付
記
〕　

筆
者
が
慶
應
義
塾
に
着
任
以
降
吉
村
典
久
教
授
か
ら
租
税
法
に
関
し
て
多
々
ご
教
示
い
た
だ
い
た
。
ま
た
、
学
部
を
異
に
す
る
が
、

租
税
に
係
る
研
究
会
を
開
講
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
合
同
ゼ
ミ
を
開
催
し
て
い
た
だ
く
な
ど
数
々
の
ご
高
配
を
賜
り
大
い
に
感
謝
し
て
い
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。

　
　

最
後
に
吉
村
典
久
教
授
の
益
々
の
ご
健
勝
と
ご
活
躍
を
お
祈
り
申
し
上
げ
る
。

（
1
）　
「
日
台
租
税
協
定
」「
日
台
民
間
租
税
協
定
」
等
の
表
記
も
散
見
さ
れ
る
が
、
本
稿
で
は
財
務
省
の
表
記
に
従
う
。

（
2
）　

租
税
条
約
の
条
文
は
、
外
務
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
閲
覧
可
能
で
あ
る
が
、
民
間
の
取
決
め
で
あ
る
日
台
租
税
取
決
め
の
条

文
は
外
務
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
閲
覧
で
き
ず
、
公
益
財
団
法
人
日
本
台
湾
交
流
協
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
閲
覧
す
る
こ
と
と
な
る

（https://w
w

w
.koryu.or.jp/Portals/0/im

ages/new
s/201（0（15/sozei-J.pdf

）。

（
3
）　

拙
著
『
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
と
Ｅ
Ｕ
の
租
税
紛
争
―
背
景
に
あ
る
企
業
誘
致
と
優
遇
税
制
―
』
泉
文
堂
（
二
〇
一
七
）。

（
4
）　

拙
稿
「
日
米
地
位
協
定
に
お
け
る
租
税
条
項
に
係
る
考
察
」『
青
山
学
院
大
学
大
学
院　

会
計
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ン
』
一
六
号
（
二

〇
二
一
）。

（
5
）　

拙
稿
「
租
税
条
約
の
進
展
と
多
層
化
」『
三
田
商
学
研
究
』
六
五
巻
五
号
（
二
〇
二
二
・
一
二
）。

（
（
）　

金
子
宏
『
租
税
法　

第
二
十
四
版
』
弘
文
堂
（
二
〇
二
一
）
一
〇
七
頁
。

（
（
）　

小
松
芳
明
『
租
税
条
約
の
研
究
〔
新
版
〕』
有
斐
閣
（
一
九
八
二
）
一
六
三
頁
。

（
8
）　
「
我
が
国
の
租
税
条
約
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
二
〇
二
四
年
八
月
一
日
現
在
）」
財
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（https://w

w
w

.m
of.go.jp/

tax_policy/sum
m

ary/international/tax_convention/2 40801JP.pdf

）。

（
9
）　

台
湾
当
局
は
「
協
定
」
の
用
語
を
使
用
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
れ
に
従
う
。

（
10
）　

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
南
ア
フ
リ
カ
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ガ
ン
ビ
ア
、
エ
ス
ワ

テ
ィ
ニ
（
旧
ス
ワ
ジ
ラ
ン
ド
）、
マ
レ
ー
シ
ア
、
北
マ
ケ
ド
ニ
ア
、
オ
ラ
ン
ダ
、
英
国
、
セ
ネ
ガ
ル
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
ベ
ル
ギ
ー
、
デ

ン
マ
ー
ク
、
イ
ス
ラ
エ
ル
、
パ
ラ
グ
ア
イ
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
ン
ド
、
ス
ロ
バ
キ
ア
、
ス
イ
ス
、
ド
イ
ツ
、
タ
イ
、
キ
リ
バ

ス
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
イ
タ
リ
ア
、
日
本
、
カ
ナ
ダ
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
チ
ェ
コ
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
韓
国
（
以
上

発
効
順
）。
な
お
、
英
国
と
は
、
二
〇
〇
二
年
四
月
原
協
定
に
署
名
し
た
の
ち
、
二
〇
二
一
年
八
月
修
約
議
定
書
に
署
名
し
て
い
る
（
出

典
：「
我
國
所
得
稅
協
定
一
覽
表
」
台
湾
財
政
部
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（https://w

w
w

.m
of.gov.tw

/Eng/singlehtm
l/ 
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191?cntld=（3930

））。

（
11
）　

Ｅ
Ｕ
、
オ
ラ
ン
ダ
、
カ
ナ
ダ
、
韓
国
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
タ
イ
、
ド
イ
ツ
、
日
本
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
米
国
、
マ
カ
オ
、
ル
ク
セ
ン
ブ

ル
ク
。

（
12
）　

外
務
省
と
財
務
省
の
役
割
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
租
税
条
約
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
現
状
と
あ
り
方
」『
税
理
』
六
二
巻
六
号　
（
二
〇
一

九
・
五
）
一
二
八
頁
。

（
13
）　

営
利
事
業
所
得
税
は
法
人
税
に
相
当
す
る
。

（
14
）　

所
得
基
本
税
は
、
通
常
の
所
得
に
一
定
の
非
課
税
所
得
を
加
え
た
基
本
所
得
に
税
率
を
か
け
て
算
出
し
た
税
で
あ
り
、
最
低
限
の
租

税
負
担
を
求
め
る
も
の
。

（
15
）　

台
湾
に
お
い
て
日
本
の
居
住
者
又
は
内
国
法
人
に
対
し
て
同
様
の
権
利
を
認
め
る
こ
と
。

（
1（
）　
「
実
施
し
な
い
場
合
」
に
は
、
通
達
等
の
変
更
に
よ
る
執
行
上
の
変
更
等
が
該
当
す
る
。

（
1（
）　

筆
者
は
従
来
か
ら
事
前
確
認
の
法
制
化
を
主
張
し
て
い
る
。
拙
稿
「
移
転
価
格
税
制
を
巡
る
諸
問
題
（
1
）」『
税
経
通
信
』
六
二
巻

三
号
（
二
〇
〇
七
・
二
）
二
九
頁
。

（
18
）　

日
本
経
済
新
聞
電
子
版
二
〇
二
四
年
三
月
一
五
日
。

（
19
）　

秦
幹
雄
国
税
庁
長
官
官
房
相
互
協
議
室
長
「
誌
上
セ
ミ
ナ
ー　

最
近
の
相
互
協
議
の
状
況
に
つ
い
て
」『
国
際
税
務
』
三
九
巻
六
号

（
二
〇
一
九
・
六
）
三
四
頁
。

（
20
）　

品
川
克
己
「
日
本
・
台
湾
租
税
協
定
と
国
内
法
の
整
備
①
」『T

&
A

 M
aster

』
六
四
九
号
（
二
〇
一
六
・
七
・
四
号
）
二
九
頁
。

（
21
）　

日
本
機
械
輸
出
組
合
「
二
〇
二
三
年
版
台
湾
に
お
け
る
問
題
点
と
要
望
」（https://w

w
w

.jm
cti.org/m

ondai/pdf/s122.pdf

）。

（
22
）　

経
済
産
業
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（https://w

w
w

.tkc.jp/consolidate/tkc_express/2019/04/201904_00229/

）。

＊　

各
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て
、
い
ず
れ
も
最
終
閲
覧
日
は
二
〇
二
四
年
八
月
三
一
日
で
あ
る
。

〔
参
考
文
献
〕

青
山
慶
二
『
現
代
税
制
の
現
状
と
課
題　

国
際
課
税
編
』
新
日
本
法
規
出
版
（
二
〇
一
七
）
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上
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一
郎
『
租
税
条
約
と
国
内
税
法
の
交
錯　

第
二
版
』
商
事
法
務
（
二
〇
一
一
）

金
子
宏
監
修
『
第
四
巻　
現
代
租
税
法
講
座　

国
際
課
税
』
日
本
評
論
社
（
二
〇
一
七
）

国
際
法
事
例
研
究
会
『
外
交
・
領
事
関
係
』
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
（
一
九
九
六
）

国
際
法
事
例
研
究
会
『
条
約
法
』
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
（
二
〇
〇
一
）

谷
口
勢
津
夫
『
租
税
条
約
論
―
租
税
条
約
の
解
釈
及
び
適
用
と
国
内
法
―
』
清
文
社
（
一
九
九
九
）


